
1

横浜における持続可能な福祉社会
の構築に関する専門分科会

第１回　討議資料

平成２２年８月２３日
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検討の背景

①現状と今後（2025年）の予測

　・本市の状況

　・国の状況

　・民間の状況

②横浜の特徴

③市が担っている福祉サービス

　⇒別紙「資料集」をご覧ください
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高齢社会における福祉サービス需要

2025年には・・・

高齢者人口は100万人、市内人口の26.8％
要介護認定者数は約20万人に

認知症高齢者は約10万人に

単身または高齢夫婦のみで居住する高齢者
の割合は約70％に

限界集落的地域が市内各地に

⇒サービス需要は増大・多様化の一途
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2025年、求められるサービスは数倍に

要介護

元気高齢者

生活上必須娯楽的

事後的・

公的関与大

事前的・

公的関与小

趣味等

生活支援
（買い物支援・
移動支援等）

介護

サービス
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サービスを支えている仕組み

公助
（公的保険（介護
保険、国民健康
保険等）、生活保
護等）

共助
（地域等の支え
合い）

自助
（家族による支
え、貯蓄、資産
活用等）

←事前的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事後的→

（民間によるサービス）
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ニーズ増大・多様化に伴う課題は何か

①増大するニーズに供給が追いつかないのでは？
介護人材の不足（2008年：市内の介護人材は常勤換算で約
2.7万人）

共助を支える地域の力の衰退（地域の担い手の減少等）

家族介護、老老介護の限界

②増大するニーズへの財源を確保できないのでは？

本市予算総額に占める福祉関連経費の割合は全体の約３５％

今後も大幅な税収の増加は見込めない

福祉関連経費以外にも増大している行政ニーズ
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サービスを支える仕組みの課題

人口構成の変化

ニーズの増大と
多様化

財源不足

ニーズの増大と
多様化
不安定な財源

担い手不足の深
刻化

家族像の変化

資産活用の制約

公助共助自助

制約・課題を一つでも多く取り除き、自助・共助・公助
の効果を高める
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対策を行わない場合の “将来像”

介護サービスの水準は大き
く低下するか、保険料が跳
ね上がっている。（介護保険
法の改正議論中）

生活支援を行う余裕もなくな
り、2025年には生活のため
に必要なサービスすら受け
られない恐れがある。

税収の
減少

サービス
の絞込み

不安の
増大

社会の
活力減退

負の
循環
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対策を行わない場合の “将来像”

（イメージ）
要介護

元気高齢者

生活上必須娯楽的

事後的・

公的関与大

事前的・

公的関与小

介護

サービス

生活支援
（買い物支援・
移動支援等）

給付の絞込み
保険料の増

サービス需要と供給
の乖離が拡大

お金があれば
対応できるが･･･

趣味等
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では、どうすべきか（事務局案）

【基本的な考え方】

高齢社会の課題を広く共有し、公助のみならず、自
助・共助を総動員して高齢社会を支える持続可能な
仕組みをつくる。

幸循環の確立

経済的自立
衣食住の充足

地域・社会と

のつながり

健康の増進【目指す姿】

自助・共助・公助
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分科会での検討の流れ（案）

横浜の状況・今後の社会変化を踏まえた持続可
能な福祉社会とは

自助・共助・公助における今後の取組みの方向性

行政や地域等に期待する役割とは
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今後のスケジュール

専門分科会による審議（年内に４回）

答申案策定（12月）

横浜市社会福祉審議会総会での報告

　（平成23年1月下旬ごろ）

市長への答申
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本日の論点

２０２５年の姿をどのように捉えるのか？

　（視点：高齢者の姿、若者の姿、家族の姿、地域の姿、行政の姿等）

２０２５年の姿を踏まえ今後求められるサービスとは？

自助・共助・公助のあり方とは？

　（視点：自助のあり方、共助・公助による持続的なサービス提供のあり方）


